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[２]モノラインに与えた影響 

ところが、米国の住宅バブル・リゾートバブルの崩壊や返済額の増額によって、サブプライムローン

の返済が滞り始めると、将来サブプライムローンは返済不能になるかもしれないというリスクが発生し

てきました。 

 

そうなると、サブプライムローンをまとめた証券の保証をしているモノラインが、その証券を購入した

投資家に対して支払をしなければなりません。 

 

このような中で 2007 年 12 月、米国大手格付け会社が、モノライン中堅の「ＡＣＡファイナンシャル」の

信用格付けを「シングルＡ」から投機的な「トリプルＣ」に引き下げると発表しました。 

これは、保証の履行によって支払が急増し、ＡＣＡファイナンシャルが倒産するかもしれないと考えた

わけですね。 

 

さらに、米国大手格付け会社のフィッチ・レーティングスは 1 月 18 日、米国の 4 大モノラインの一角と

される「アムバック・フィナンシャルグループ」の格付けを最上位の「トリプルＡ」から「シングルＡ」に 2 段

階引き下げました。 

 

このような格付けの引き下げにより、投資家は投資額が回収できない可能性が出てきました。という

ことは、決算の時に保有する証券の評価額を切り下げなければいけませんよね。 

投資家の一人であるメリルリンチは、10～12 月期決算で、モノラインの格下げ観測が強まる中、関

連損失を 31 億ドル計上しました。 

 

わが国のみずほフィナンシャルグループも約 500 億円の損失を計上することになりましたし、傘下の

みずほ証券でも証券で追加損失が発生し、2008 年 3 月期でのサブプライム関連損失額は、昨年 11 月

に発表した 1,700 億円から 3,450 億円に拡大し、当期利益予想は 6,500 億円から 4,800 億円に大幅下

方修正することになりました。 

 

また、モノラインと同様に、証券の保証業務を手掛けていた損害保険ジャパンも、1 月 11 日に最大 3

億ドルの保険金支払いが必要になると発表しました。東京海上日動火災保険や三井住友海上火災保

険もモノラインが引き受けた保証のリスクを小分けにして再保険の形で受けており、影響が及ぶ可能

性があります。 

 

このように、サブプライム問題は、単に米国だけの話ではなく、世界中の投資家（金融機関など）を巻

き込んで、金融不況に突入する可能性を秘めているのです。このあたりが、日本のバブル崩壊と大きく

違う点なのです。 




